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事　　務　　執　　行　　概　　要

　都市整備総務課においては、都市整備部事務事業を効率的かつ円滑及び適正に遂行するため都市整備行政の総合的な企画調整をはじめ、部の人事、予算、決算事務等、所管事務の適正な処理に努めた。

予　算　執　行

　　予算の執行にあたっては、地方自治法及び大阪府財務規則その他の関係法令を遵守し、行政効果の向上に常に留意しつつ、下記のとおり適正かつ効率的な予算執行に努めた。

(ｱ)　歳　　　　入

　　当該年度の歳入額は、一般会計2,433万8,674円、特別会計 14万8,408円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	都市整備費
国庫補助金
	円

22,389,000　
	％

92.0　
	・社会資本整備総合交付金

	物品売払収入
	307,500　
	　　　1.3　
	・公用車の売却

	雑　　　入
	1,642,174　
	　　　6.7　
	・職員手当等にかかる戻入 等

	合　　計
	24,338,674　
	100.0　
	


流域下水道事業特別会計

	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　考

	雑入
	円

140,644　
	％

100.0 
	・職員手当等にかかる戻入 等

	合　　　　計
	140,644　
	100.0
	


箕面北部丘陵整備事業特別会計

	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　考

	雑入
	円

7,764　
	％

100.0 
	・職員手当等にかかる戻入 等

	合　　　　計
	7,764　
	100.0
	


(ｲ)　歳　　　　出

　　 当該年度の歳出額は、一般会計107億3,262万5,662円、特別会計26億7,622万6,498円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	都市整備総務費
	円

10,667,508,088　
	％

99.4　
	・人件費及び事業執行に必要な旅費等の事務費 等

	道路橋りょう費
	34,040,230　
	0.3　
	・都市整備部低公害車導入に係る使用料

	海岸保全費
	114,144　
	0.0　
	・出先機関庁舎機械警備業務委託

	河川砂防費
	16,704,548　
	0.2　
	・都市整備部低公害車導入に係る使用料 等

	港湾費
	1,714,662　
	0.0　
	・出先機関庁舎機械警備業務委託 等

	公園費
	8,633,419　
	0.1　
	・都市整備部低公害車導入に係る使用料

	一般管理費
	3,846,351  
	0.0  
	・非常勤作業員雇用に係る経費　等

	防災総務費
	64,220  
	0.0  
	・事業執行に必要な旅費等の事務費

	合　　　　計
	10,732,625,662 
	100.0　
	


流域下水道事業特別会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　考

	流域下水道費
	円

2,183,335,326 
	％

100.0
	人件費 等

	合　　　　計
	2,183,335,326 
	100.0 
	


港湾整備事業特別会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　考

	港湾整備事業費
	円

309,800,246  
	％

 100.0
	人件費

	合　　　　計
	309,800,246  
	100.0
	


箕面北部丘陵整備事業特別会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　考

	土地区画整理事業費
	円

183,090,926 
	％

 100.0
	人件費 等

	合　　　　計
	183,090,926 
	100.0
	


(1)　総務・企画グループ

１　総 務 的 事 項

課の人事管理、予算執行、一般庶務、職員の衛生管理に関する事項等の適正な執行に努めるとともに、都市整備行政の円滑な推進をはかるため、部内外の連絡調整に努めた。

事 務 執 行 概 要

ア．人事管理

服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として、誠実かつ公正に職務の遂行を期すとともに、職場の明朗化と事務処理の能率化に努めた。

イ．職員の衛生管理

常に職場環境の整備改善を図り、課員の健康保持、疾病予防に努めた。

ウ．部業務の連絡調整

府議会等の連絡調整を行うため、他部局課等との連絡を密にし、業務の円滑な推進に努めた。

エ．その他

主たる物品の購入状況

　　　　　　該　当　　なし

２　企 画 的 事 項

部の行政の企画及び調整に関する事務、部の広報及び広聴に関する事務を執行し、都市整備行政の効率的な運営、事業の円滑な推進に資するよう努めるとともに、部所管の訴訟事件等に関する事務を処理した。

　　なお、平成29年度におけるそれぞれの事務執行状況は次のとおりである。

事 務 執 行 概 要

ア．部の行政の企画及び調整に関する事務

　　①　府議会関係事務

提出予定議案について法規面における調整を行うとともに、本会議、委員会等における関係資料の調整に関する事務を行った。

②　法規関係事務

部所管の条例、規則、告示等について法規審査を行った。

③　国家予算要望関係その他の事務

部の国家予算の編成に関する要望・提案の取りまとめを行うとともに、市長会等各種団体からの要望の検討整理を行った。

イ．部の広報、広聴に関する事務

　　　情報主任会議を通じて、部の広報、広聴事務の円滑な推進に努めた。

ウ．部所管の訴訟等に関する事務

抗告訴訟及び損害賠償請求などの事件で平成28年度末において係属中の事件は11件である。平成29年度に新たに提起された事件、訴訟に補助参加した事件、又は訴訟告知された事件は1件であり、平成29年度中に解決した事件は3件である。この結果、平成29年度末において係属中の事件は9件で、それぞれの概要は次のとおりである。

1 　平成29年度に新たに提起された事件、訴訟に補助参加した事件、又は訴訟告知された事件（訴訟が係属中のもの）　＜1件＞

	1
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

平成29年（ワ）第12363号　損害賠償請求事件

H29. 12.19　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　外1名

□事件の概要

大阪府は、砂防えん堤の修繕工事のため、地権者等に了解を得た上で、大和川水系水越川流域の千早赤阪村水分において、竹木を伐採して進入路を設置した。

原告は、大阪府は原告土地に無許可で進入して竹木を伐採し、また、本件進入路の設置により原告土地の斜面が崩落したと主張し、大阪府及び施工業者に対して、損害賠償を求め、大阪簡易裁判所に民事調停を申し立てたが、不成立となった。

本件は、原告が、大阪府らに対して、連帯して、原告土地の原状回復費用相当額を支払うことを求めて、訴えを提訴したもの。


2 　平成29年度に解決した事件（平成28年度以前に提起されたもの）　＜3件＞

	1
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

平成28年（ワ）第6007号　所有権移転登記請求事件

H28. 6.20　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

原告は、大阪府が道路事業用地として買収し、一般国道310号の道路区域に編入した土地の一部について、隣接地と一体的に駐車場として整備し、利用を始めた。

大阪府は、原告が本件土地を不法に占用しているため、土地の明け渡しを求めたが、原告は従わず、大阪府に対して土地の時効取得を主張した。

本件は、原告が、本件土地の一部につき、時効取得を原因とする所有権移転登記手続きを求めて、訴えを提起したもの。

□終　　　結　　H29.12.26　和解

	2
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　平成28年（ワ）第10140号　境界確定請求事件

　　　　　　　　H28.10.18　提　　起

　　　　　　　　H28.12.14　訴訟告知

	
	□事件の概要

　　国道173号の内務省名義の土地に隣接する民と民の境界に関する訴訟について、本件土地の道路管理者である大阪府が利害関係者にあたるとして、原告代理人から訴訟告知を受けたもの。

□終　　　結　　H29.6.27　訴えの取下げ

	3
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　平成29年（ワ）第1952号　原状回復等請求事件

　　　　　　　　H29. 3. 2　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　原告は、大阪府が公募する箕面森町第3区域内の土地を落札し、大阪府と本件土地の売買契約を締結した。
その後、大阪府が、原告に対して、本件土地に隣接する道路は、都市計画上、特殊道路（自転車・歩行者専用道路）となり、車両出入口の設置については箕面市から厳しい指導がある旨伝えた。

本件は、原告が、車両出入口が設置できると信じて本件契約を締結したのであるから、これができないのであれば、本件契約は民法第95条の要素の錯誤により無効である旨主張し、錯誤無効に基づく原状回復等を求めて、訴えを提起したもの。

□終　　　結　　H29.10.18　訴えの取下げ


3 　平成28年度以前に提起され、平成29年度末においてなお係属中の事件　＜8件＞

	1
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　平成23年（ワ）第10935号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　H23. 8.29　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　外4名

□事件の概要

　　大阪府の調節池築造工事について、請負業者が行った家屋調査の結果、施工箇所に隣接する原告の土地が地盤沈下し、同土地上の工場建物内のクレーン設備等に損傷が発生していることが判明した。大阪府は損失補償として、クレーン設備等の損傷に対する補償額の提示を行ったが、原告は調節池の設置及び管理に瑕疵があり、損害を被ったとして、国賠法第1条及び第2条並びに民法第709条及び第717条に基づき本件土地及び建物の復旧工事費用を支払うよう求めて、訴えを提起したもの。

	2
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　平成24年（行ウ）第166号　違法確認等（住民訴訟）請求事件

　　　　　　　　H24. 8.17　提　　起（大阪府北部流域下水道事務所長）

　　　　　　　　H25. 5.20　被告変更決定

(大阪府北部流域下水道事務所長から大阪府知事へ変更)

	
	大阪高等裁判所

　　　　　　　　平成29年（行コ）第90号　違法確認等（住民訴訟）控訴事件

　　　　　　　　H29. 3.10　提　　起

	
	最高裁判所

H29.12.11　上告兼上告受理申立て（補助参加人側）
　　　　　　　　H29.12.14　上告兼上告受理申立て（原告側）

	
	□被　　　告　　大阪府知事

□事件の概要

　　高槻水みらいセンター（高槻ＭＣ）は、市町村が設立した一部事務組合が管理を行ってきたが、平成20年度からは、大阪府が管理・運営を行うこととなり、高槻ＭＣの施設を現状のまま引き継いだ。高槻ＭＣ内には、職員の福利厚生施設としてのテニスコートがあるが、大阪府に管理が移った後も高槻市職員テニス部が独占的に使用していた。

原告らは、北部流域下水道事務所長らが、テニスコートの鍵を所持していた高槻市職員厚生会に対して独占使用を許し、使用料相当額を徴収することさえしなかったことが違法であるとの確認を求めて、所長を被告として、住民訴訟を提起したもの。

その後、原告からの申立てにより、被告が所長から府知事へ変更された。

	3
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　平成26年（行ウ）第29号　公金支出差止請求事件（住民訴訟）

　　　　　　　　H26. 2.17　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府知事

□事件の概要

　　大阪府が進める安威川ダム建設事業について、知事は、平成9年に、安威川ダム建設事業全体計画にかかる建設大臣の認可を受け、平成19年、本件ダムの建設計画を含む淀川水系神崎川ブロック河川整備計画にかかる国土交通省近畿地方整備局長の認可を受けた。また、ダム本体工事については、大阪府議会平成26年2月定例会で可決承認され、工事請負契約の締結を行った。原告らは、平成25年11月、本件事業に公金を支出させないなど必要な措置を講ずるよう勧告することを求めて住民監査請求をしたところ、平成26年１月、大阪府監査委員は、同請求を棄却した。

本件は、原告らが、知事に対して、本件事業は、ダム建設予定地がダム建設に適さず、災害を防止するどころか人災を誘発しかねない危険な計画であるから、河川法第1条の目的に合致しない違法な計画であること、本件事業は何ら実効性がないものであって、地方自治法第2条第14項及び地方財政法第4条第1項に違反することなどを主張して、本件事業に関して、一切の公金の支出等の差止めを求めて、大阪府知事を被告として、住民訴訟を提起したもの。

	4
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　平成26年（ワ）第5652号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　H26. 6.19　提　　起（その後、関連訴訟と併合）

	
	□原　　　告　　大阪府

□事件の概要

平成18年12月、大阪府は、被告と「都市計画道路大和川線シールド区間詳細設計委託」契約を締結し、平成20年3月、成果品の納品を受けた。この成果品の検討内容は、立坑に作用する外力の設定等に誤りがあり、立坑の安定性について、実際は不安定であるにも関わらず「安定している」と誤った内容を記載したものであった。その後も、被告は「立坑は安定している」と誤った説明を続けていた。大阪府は、被告の主張を信じ、平成23年3月、開削工事を開始した。
その後、施工業者の指摘や学識経験者が参画した検討により、立坑の不安定性が明らかとなり、大阪府は、開削工事の一時休止及び安定化対策のための追加工事の発注を行った。被告が、正しい設計を行わず、「立坑は不安定である」という正しい情報を大阪府に伝えなかったことにより、大阪府は、過大な工事費を支出することとなったことから、大阪府が被った損害金等を支払うことを求めて、訴えを提起したもの。

※関連訴訟　大阪地方裁判所

平成27年（ワ）第3988号　委託代金支払請求事件

	5
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

平成27年（ワ）第3988号　委託代金支払請求事件

H27. 4.18　提　　起

H27. 7. 2  関連訴訟と併合

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

大阪府が原告と締結した「一級河川寝屋川香里西調節池外構造物補修設計委託」契約に基づく委託代金について、大阪地方裁判所平成26年（ワ）第5652号事件において、原告に訴求している損害賠償請求権を自働債権として相殺したところ、原告が、大阪府の損害賠償請求権は存在しないことを主張し、大阪府に相殺された委託金額を支払うこと等を求めて、訴えを提起したもの。

※関連訴訟　大阪地方裁判所　

平成26年（ワ）第5652号　損害賠償請求事件

	6
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　平成28年（行ウ）第92号　損害賠償等請求事件（住民訴訟）

　　　　　　　　H28. 3.25　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府知事

□事件の概要

　　平成27年2月、大阪府は、原告ら外18名が共有する土地について、安威川ダム建設事業に必要であることから、公共用地境界を確定するとともに、同年3月、面積を測量した。測量の結果、土地の面積は、公簿上は462㎡であるものの、実測では868.62㎡であることが判明した。その後、大阪府は、土地の買収のために、原告らを除く共有者に対して、実測面積に基づく補償を行った。

平成28年2月、原告らは、補償は当時の安威川ダム建設事務所長らの不法行為であり、大阪府は所長らに対する不法行為に基づく損害賠償請求権等の行使を怠っているとして、大阪府監査委員に対して住民監査請求を行ったが、同年2月、委員は、監査請求を却下した。

本件は、原告らが、測量及びこれに基づく補償は当時の所長である大阪府職員及び大阪府知事の不法行為であるなどと主張して、大阪府知事に対して、①両者に対して損害賠償請求すること及び②原告を除く本件共有者に対して不当利得額に応じた金員を請求することを求めて、大阪府知事を被告として、住民訴訟を提訴したもの。

	7
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

平成28年（行ウ）第181号　土地収用補償金請求事件

H28. 7. 8　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

大阪府は、安威川ダム建設事業に必要な土地について、所有権を有する原告及び共有者（16名）に対して任意で用地買収の交渉を進めてきた。

原告を除く共有者は任意での買収交渉に応じたため、大阪府は、安威川総合開発事業損失補償基準協定に基づく補償を行い、買収手続を完了した。ところが、原告は交渉に応じなかったため、大阪府収用委員会に対して収用申請を行い、大阪府収用委員会は収用裁決を行った。

原告は、本件裁決に基づく補償金の受取りを拒否したため、大阪府は補償金を供託し、本件土地の所有権移転登記を完了した。

本件は、原告が本件裁決における補償額が著しく低い旨主張し、原告主張額と補償額の差額を支払うこと等を求めて、訴えを提起したもの。

	8
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　平成28年（行ウ）第223号　原因者負担金負担命令取消請求事件

　　　　　　　　H28. 9.24　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　原告が、河川法第55条に違反して河川保全区域内の土地に設置していたサイコロブロックが、一級河川梅川に崩落して護岸が崩壊した。大阪府は、ブロックの撤去や護岸復旧工事等を行い、かかった費用については、河川法第67条に基づいて原告に対して原因者負担金負担命令を行った。

原告はこれを納付したが、同時に、大阪府に対して本件審査請求を行い、大阪府はこれを棄却した。
　　本件は、原告が、本件命令は違法（河川法第67条に該当しない行政処分）である旨主張し、本件処分の取消し等を求めて、訴えを提起したもの。


エ．平成29年度　条例、規則等の制定及び改廃

①　条例の制定及び改廃

○　大阪府道の構造の技術的基準及び道路標識の寸法を定める条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	H29.6.14
	大阪府条例第70号
	道路標識、区画線及び道路標示に関する命令の改正に伴う所要の改正


○　大阪府流域下水道事業条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	制定内容

	H29.11.13
	大阪府条例第77号
	流域下水道事業について、公営企業会計を適用するため、地方公営企業法に基づき、経営の基本、財務規定等の適用等を定める整備


○　大阪府都市公園条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	H29.11.13
	大阪府条例第94号
	都市公園法施行令の一部改正に伴う所要の改正


○　大阪府港湾施設条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	H29.12.25
	大阪府条例第109号
	港湾施設として設置している上屋の一部について、堺泉北埠頭株式会社へ有償譲渡することに伴う、当該上屋の設置及び使用料等の規定の改正


○　大阪府附属機関条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	H30.3.28
	大阪府条例第20号
	大阪府流域下水道事業経営戦略審議会の廃止に伴う規定の廃止


○　大阪府都市公園条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	H30.3.28
	大阪府条例第55号
	都市公園法施行令の一部改正に伴う所要の改正


○　大阪府土木行政事務手数料条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	H30.3.28
	大阪府条例第56号
	地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴う、砂利採取法に基づく採取計画の認可手数料の額の改正


○　大阪府附属機関条例等の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	H30.3.28
	大阪府条例第57号
	流域下水道事業について、地方公営企業法の一部適用に伴う所要の改正


②　規則の制定及び改廃
　　　○　大阪府都市計画審議会規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	H29.12.8
	大阪府規則第114号
	近畿経済産業局の組織改編に伴う所要の改正


○　大阪府港湾施設条例施行規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	H30.3.7
	大阪府規則第19号
	港湾施設として設置している上屋の一部について、堺泉北埠頭株式会社へ有償譲渡することに伴う所要の改正


　○　府土木事務所長等の職にある職員に権限を委任する規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	H30.3.29
	大阪府規則第65号
	特殊車両にかかる業務について、土木事務所から本庁に一元化することに伴う所要の改正


　○　大阪府急傾斜地崩壊防止工事に係る負担金の徴収に関する条例施行規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	H30.3.29
	大阪府規則第66号
	土砂災害警戒区域等における土砂災害防災対策の推進に関する法律に規定する、要配慮者利用施設の定義が改正されたことに伴う所要の改正


　○　大阪府流域下水道事業財産評価審査会規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	制定内容

	H30.3.29
	大阪府規則第67号
	流域下水道事業について、地方公営企業法の一部適用に伴う、大阪府流域下水道事業財産評価審査会に関する必要な事項の規定


○　大阪府流域下水道事業固定資産規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	制定内容

	H30.3.29
	大阪府規則第68号
	流域下水道事業について、地方公営企業法の一部適用に伴い、公営企業会計を導入するため、固定資産の取得、管理及び処分等に関する必要な事項の規定


○　大阪府企業財務規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	H30.3.29
	大阪府規則第69号
	流域下水道事業について、地方公営企業法の一部適用に伴う所要の改正


○　大阪府流域下水道事業経営戦略審議会規則を廃止する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	H30.3.29
	大阪府規則第70号
	大阪府流域下水道事業経営戦略審議会の廃止に伴う規則の廃止


③　訓令の制定及び改廃
○　大阪府寝屋川水系改修工営所処務規定の一部改正

	公布年月日
	訓　令　番　号
	改正内容

	H30.3.29
	大阪府訓令第11号
	組織の改正に伴う所掌事務の改正


 (2)　人事グループ

部の人事については、職員の異動、昇任昇格者調整、職員の退職事務、部内職員研修、部内職員表彰及び部の行政運営の管理に関する事務を行った。

このほか、組合交渉、職免、公務災害等人事に関する業務を処理した。

ア．昇任昇格一覧表（所属別、職階別）29年度
・29年度中に昇任発令のあった者の数を示す。なお、所属は昇任前の所属を、職階は昇任後の職階を示してある。

	職種・職階

所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技能労務
	合

　　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	計
	

	都市整備総務課
	
	1
	1
	
	1
	3
	
	
	
	
	
	0
	
	
	0
	3

	事業管理室
	
	
	
	
	1
	1
	
	 
	
	
	2
	2
	
	
	0
	3

	都市計画室
	
	
	
	
	
	0
	
	1
	2
	
	3
	6
	
	
	0
	6

	交通道路室
	
	
	
	1
	
	1
	1
	
	
	3
	2
	6
	
	
	0
	7

	河川室
	
	
	
	
	1
	1
	
	1
	
	1
	1
	3
	
	
	0
	4

	下水道室
	
	
	1
	
	1
	2
	
	
	
	1
	2
	3
	
	
	0
	5

	用地課
	
	
	
	2
	3
	5
	
	
	
	
	
	0
	
	
	0
	5

	収用委員会事務局
	
	
	
	1
	1
	2
	
	
	
	
	
	0
	
	
	0
	2

	計
	0
	1
	2
	4
	8
	15
	1
	2
	2
	5
	10
	20
	0
	0
	0
	35


	職種・職階
所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技能労務
	合
　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	計
	

	港湾局
	
	
	1
	1
	2
	4
	1
	
	1
	2
	2
	6
	
	
	0
	10

	池田土木事務所
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	1
	
	
	1
	
	
	0
	2

	茨木土木事務所
	
	
	
	
	2
	2
	
	
	1
	3
	1
	5
	
	
	0
	7

	枚方土木事務所
	
	
	
	
	2
	2
	
	1
	
	2
	2
	5
	
	1
	1
	8

	八尾土木事務所
	
	
	
	
	2
	2
	
	
	1
	2
	
	3
	
	
	0
	5

	富田林土木事務所
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	2
	1
	2
	5
	
	
	0
	6

	鳳土木事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	2
	1
	1
	4
	
	1
	1
	5

	岸和田土木事務所
	
	
	1
	
	2
	3
	
	
	1
	1
	1
	3
	
	1
	1
	7

	西大阪治水事務所
	
	
	
	1
	1
	2
	
	
	2
	1
	1
	4
	
	
	0
	6

	寝屋川水系改修工営所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	1
	4
	5
	
	
	0
	5

	北部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	1
	1
	1
	
	3
	
	
	0
	3

	東部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	
	2
	3
	
	
	0
	3

	南部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	3
	3
	6
	
	
	0
	6

	安威川ダム建設事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	1
	
	
	
	1
	
	
	0
	1

	箕面整備事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	1
	1
	3
	
	
	0
	3

	計
	0
	0
	2
	2
	13
	17
	1
	3
	14
	19
	20
	57
	0
	3
	3
	77

	合　　計
	0
	1
	4
	6
	21
	32
	2
	5
	16
	24
	30
	77
	0
	3
	3
	112


　イ．退職者一覧表　（29年度）
・29年度中に退職した者の数を示す。　
	職種・職階
所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技 能 労 務
	合
　　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	指導技手補
	技手
	計
	

	都市整備総務課
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	
	
	
	1
	
	
	
	
	0
	1

	事業管理室
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	0
	0

	都市計画室
	
	
	
	
	
	
	0
	1
	1
	
	1
	
	1
	4
	
	
	
	
	0
	4

	交通道路室
	
	
	
	
	1
	1
	2
	1
	2
	3
	
	
	
	6
	
	
	
	
	0
	8

	河川室
	
	
	
	1
	
	
	1
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	0
	1

	下水道室
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	0
	0

	用地課
	
	
	1
	
	1
(1)
	
	2
(1)
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	0
	2
(1)

	収用委員会事務局
	1
	
	
	
	
	
	1
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	0
	1

	計
	1
	0
	1
	1
	2
(1)
	1
	6
(1)
	2
	3
	4
	1
	0
	1
	11
	0
	0
	0
	0
	0
	17
(1)


＊（　）は再任用で内数
	Ｍ
	部長級
	Ｐ
	課　長　補　佐　級

	Ｎ
	次長級
	Ｑ
	主　　　査　　　級

	Ｏ
	課　　　長　　　級
	Ｒ
	主事･技師級


	職種・職階
所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技 能 労 務
	合
　　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	指導技手補
	技手
	計
	

	港湾局
	
	1
	
	
	1
(1)
	2
(1)
	4
(2)
	1
	
	1
	
	
	1
(1)
	3
(1)
	
	1
	
	
	1
	8
(3)

	池田土木事務所
	
	
	
	
	1
	1
	2
	
	
	
	
	
	1
(1)
	1
(1)
	
	
	
	
	0
	3
(1)

	茨木土木事務所
	
	
	
	
	2
	3
	5
	
	
	
	
	
	
	0
	
	1
	1
	
	2
	7

	枚方土木事務所
	
	
	
	
	
	3
(2)
	3
(2)
	
	
	
	
	
	2
(1)
	2
(1)
	
	
	
	1
(1)
	1
(1)
	6
(4)

	八尾土木事務所
	
	
	
	
	
	1
(1)
	1
(1)
	
	
	
	
	1
(1)
	
	1
(1)
	
	
	
	2
(2)
	2
(2)
	4
(4)

	富田林土木事務所
	
	
	
	
	
	2
(1)
	2
(1)
	
	
	
	1
	1
	
	2
	
	
	
	2
(2)
	2
(2)
	6
(3)

	鳳土木事務所
	
	
	
	
	
	2
(1)
	2

(1)
	
	
	
	1
	1
(1)
	1
(1)
	3
(2)
	
	
	1
	4
(4)
	5
(4)
	10
(7)

	岸和田土木事務所
	
	
	1
	
	1
(1)
	1
(1)
	3
(2)
	
	
	
	
	1
	1
(1)
	2
(1)
	
	
	1
	
	1
	6
(3)

	西大阪治水事務所
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	2
(1)
	
	2
(1)
	
	
	
	
	0
	2
(1)

	寝屋川水系改修工営所
	
	
	
	
	1
(1)
	2
(2)
	3
(3)
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	1
(1)
	1
(1)
	4
(4)

	北部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	1
	3
(2)
	2
(1)
	7
(3)
	
	
	
	
	0
	7
(3)

	東部流域下水道事務所
	
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	
	2
	3
(1)
	2
(1)
	7
(2)
	
	
	
	
	0
	8
(2)

	南部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	1
	4
(1)
	1
	6
(1)
	
	
	
	
	0
	6
(1)

	安威川ダム建設事務所
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	
	
	1
	2
	
	
	
	
	0
	2

	箕面整備事務所
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	
	1
(1)
	
	2
(1)
	
	
	
	
	0
	2
(1)

	計
	0
	1
	1
	0
	7
(3)
	17
(9)
	26
(12)
	1
	0
	4
	6
	17
(8)
	12
(7)
	40
(15)
	0
	2
	3
	10
(10)
	15
(10)
	81
(37)

	合　　計
	1
	1
	2
	1
	9
(4)
	18
(9)
	32
(13)
	3
	3
	8
	7
	17
(8)
	13
(7)
	51
(15)
	0
	2
	3
	10
(10)
	15
(10)
	98
(38)


 (3)　予算グループ　
都市整備部全体の予算編成並びに決算に関する事務を主な事務内容とし、本庁並びに各予算執行機関への歳出予算の配当、国庫支出金の受入及びその他調整事務を処理した。

また、会計検査院の受検対応、監査及び新公会計制度にかかる部内調整事務を処理した。
　ア．歳　　　入

　　　当該年度の歳入額は、一般会計515億2,482万1,410円、特別会計1281億1,526万7,230円、合計1,796億4,008万8,640円であり、その内容は次のとおりである。
一般会計

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	負担金
	円
1,960,384,911
	円
1,960,384,911
	％
3.8
	

	使用料
	4,839,666,174
	4,825,270,224
	9.4 
	

	手数料
	17,603,800
	17,603,800
	0.0 
	

	国庫補助金
	33,123,006,520
	33,123,006,520
	64.3 
	

	国庫委託金
	4,210,171
	4,210,171
	0.0 
	

	財産運用収入
	352,244,981
	352,106,381
	0.7 
	

	財産売払収入
	207,824,020
	207,824,020
	0.4 
	

	寄附金
	5,429,171
	5,429,171
	0.0 
	

	特別会計繰入金
	956,793,000
	956,793,000
	1.9 
	

	基金繰入金
	457,543,529
	457,543,529
	0.9 
	

	延滞金、加算金及び過料等
	1,203,688
	1,073,088
	0.0 
	

	貸付金元利収入
	649,865,870
	649,865,870
	1.3 
	

	受託事業収入
	5,410,676,090
	5,410,676,090
	10.5 
	

	雑入
	11,050,132,575
	3,553,034,635
	6.9 
	

	計
	59,036,584,500
	51,524,821,410
	100.0
	


流域下水道事業特別会計

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	負担金
	円
24,758,253,649
	円
21,681,030,102
	％
23.2
	

	国庫補助金
	7,630,277,000
	7,622,695,000
	8.1 
	

	他会計繰入金
	42,565,570,473
	42,565,570,473
	45.4 
	

	繰越金
	2,521,806,514
	2,521,806,514
	2.7 
	

	受託事業収入
	1,889,835,783
	1,807,826,162
	1.9 
	

	雑入
	134,957,984
	131,100,053
	0.1 
	

	収益事業収入
	615,795,160
	575,660,893
	0.6 
	

	府債
	16,717,000,000
	16,717,000,000
	17.9 
	

	使用料
	101,135,820
	60,458,520
	0.1 
	

	計
	96,934,632,383
	93,683,147,717
	100.0
	


港湾整備事業特別会計

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	使用料
	円
2,911,311,340
	円
2,875,813,199
	％
27.8
	

	財産収入
	3,451,442,700
	3,451,442,700
	33.4 
	

	他会計繰入金
	1,616,860,000
	1,616,860,000
	15.6 
	

	雑入
	6,017,210
	6,017,210
	0.1 
	

	府債
	1,674,000,000
	1,674,000,000
	16.1 
	

	繰越金
	724,409,071
	724,409,071
	7.0 
	

	計
	10,384,040,321
	10,348,542,180
	100.0 
	


箕面北部丘陵整備事業特別会計

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	財産収入
	円
7,700,270
	円
7,700,270
	％
　0.1
	

	財産売払収入
	2,376,352,315
	2,376,352,315
	17.4 
	

	他会計繰入金
	2,964,388,426
	2,964,388,426
	21.7 
	

	雑入
	22,688,847
	22,688,847
	0.1 
	

	立替施行事業収入
	8,797,804
	8,797,804
	0.1 
	

	府債
	6,396,000,000
	6,396,000,000
	46.8 
	

	国庫補助金
	1,490,584,000
	1,490,584,000
	10.9 
	

	繰越金
	391,440,230
	391,440,230
	2.9 
	

	計
	13,657,951,892
	13,657,951,892
	100.0 
	


不動産調達特別会計

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	繰越金
	円
77,685,217
	円
77,685,217
	％
0.8
	

	財産収入
	10,000,000,000
	10,000,000,000
	95.9 
	

	雑入
	900
	900
	0.0 
	

	一般会計繰入金
	347,939,324
	347,939,324
	3.3 
	

	計
	10,425,625,441
	10,425,625,441
	100.0 
	


イ．歳　　　出

当該年度の歳出額は、一般会計1,579億7,217万7,276円、特別会計1,111億7,465万2,389円、合計2,691億4,682万9,665円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	都市整備
管理費
	円
14,605,661,000
	円
12,164,928,661
	円
11,950,095,155
	％
7.5
	繰越額　　

0

他部課配当額

2,440,732,339

	道路
橋りょう費
	75,008,205,855
	74,862,464,605
	62,581,109,480
	39.6 
	繰越額
9,016,826,000
他部課配当額

145,741,250

	河川海岸費
	57,905,949,000
	57,719,460,632
	41,429,590,390
	26.2 
	繰越額
13,205,883,000
他部課配当額

186,488,368

	港湾費
	1,863,023,000
	1,862,749,000
	1,517,561,508
	1.0 
	繰越額

325,769,000

他部課配当額

274,000

	都市計画費
	40,783,025,000
	40,757,279,652
	37,446,877,721
	23.7 
	繰越額
2,203,776,000

他部課配当額

25,745,348

	土木施設
災害復旧費
	2,587,435,000
	2,587,435,000
	1,994,707,152
	1.3 
	繰越額

244,993,000
他部課配当額

0

	小計
	192,753,298,855
	189,954,317,550
	156,919,941,406
	99.3 
	繰越額

24,997,247,000
他部課配当額

2,798,981,305

	他部課
予算分
	1,061,802,185
	1,061,802,185
	1,052,235,870
	0.7 
	

	計
	193,815,101,040
	191,016,119,735
	157,972,177,276
	100.0 
	


流域下水道事業特別会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	流域
下水道費
	円
98,526,297,000
	円
98,021,663,179
	円
78,490,418,798
	％
100.0
	繰越額

2,578,752,000
他部課配当額

504,633,821

	予備費
	1,000,000
	1,000,000
	0
	0.0
	

	計
	98,527,297,000
	98,022,663,179
	78,490,418,798
	100.0
	


港湾整備事業特別会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	港湾整備
事業費
	円
9,774,719,000
	円
9,704,913,000
	円
9,405,955,208
	％
100.0
	繰越額

35,933,960
他部課配当額

69,806,000

	予備費
	1,000,000
	1,000,000
	0
	0.0
	

	計
	9,775,719,000
	9,705,913,000
	9,405,955,208
	100.0
	


箕面北部丘陵整備事業特別会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	土地区画
整理
事業費
	円
10,622,431,000
	円
10,582,821,879
	円
9,847,944,211
	％
76.2
	繰越

238,534,000

他部課配当額

39,609,121

	関連
事業費
	3,997,505,230
	3,997,505,230
	3,082,394,848
	23.9 
	繰越

895,788,000

	予備費
	1,000,000
	1,000,000
	0
	0.0 
	

	計
	14,620,936,230
	14,581,327,109
	12,930,339,059
	100
	


不動産調達特別会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	都市開発費
	円
0
	円
0
	円
0
	％
0.0
	

	公共用地
先行取得費
	10,347,941,000
	10,347,939,324
	10,347,939,324
	100.0
	

	計
	10,347,941,000
	10,347,939,324
	10,347,939,324
	100.0
	


ウ．国費関係事務

国庫補助金に関する支出負担行為担当官として事務を処理した。

	所 管 及 び 会 計 区 分
	金　　額
	

	
	
	左 の う ち 大 阪 府 分

	国土交通省所管分
	円
112,574,754,100　
	円
39,691,734,520　

	
	一般会計
	112,574,754,100　
	39,691,734,520　

	
	東日本大震災復興特別会計
	0　
	0　


(4)　都市整備部指定出資法人管理事項

　ア．指定出資法人の名称

　　　　大阪高速鉄道株式会社

　　　　大阪府道路公社

　　　　大阪府土地開発公社

　　　　堺泉北埠頭株式会社

　　　　公益財団法人　大阪府都市整備推進センター

　　　　大阪外環状鉄道株式会社

　　　

　イ．指定出資法人の管理について

　　　指定出資法人の管理については、平成4年4月1日に制定された「大阪府出資法人の設立及び運営指導等に関する事務要綱」の定めるところにより実施している。

平成29年度は、平成28年度分について経営評価制度を実施し、また、団体の事業計画書、予算書、業務報告書、決算関係書類等について指導を行うとともに、協議関係書類の合議を受けるなど団体の適正な管理に努めている。
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